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序 事業の概要 

 

１．背景  

 

療養病床再編政策による介護療養型医療施設から介護療養型老人保健施設への転換は、

順調に進んでいるとは言いがたい状況にあったが、2011 年６月に、2011 年度末であった

転換期限が 2017年度末に延長された。 

その後の療養病床再編の方向性については不明瞭な点があるものの、当会においては、

介護療養型老人保健施設への転換は、地域社会への医療・介護サービス提供の充実および

適正な経営の維持にかかる重要な選択肢と理解しており、転換に関する情報の収集・発信

は、引き続き実施する考えである。 

こうした中にあって、介護療養型老人保健施設のあり方に関する調査研究は３年目を迎

えた。これまでに、会員施設の転換意向と転換が進まない理由について把握し（平成 21年

度）、また、すでに転換した施設の転換経緯や有効であった支援方策について把握してきた

（平成 22年度）ところである。 

 

２．目的  

 

本調査研究は、上記の背景を踏まえて、そこで本年度は、①社会環境の変化等を踏まえ

て、現在の会員施設の患者（入所者）の状態像や動きの実態、転換意向等を確認（モニタ

リング）するとともに、②これまでの成果を基礎として、どのような条件の施設が転換に

なじみやすいか、転換に際して検討すべき点と留意事項は何か等について整理してガイド

ラインとしてとりまとめることを目的として調査研究を実施する。 

 

３．調査実施にあたっての留意点  

 

これまで、会員施設を対象として、介護療養病床から介護療養型老人保健施設への転換

が進みにくい現状について調査を行った。（平成 21年度：会員、転換前） 

また、すでに転換している施設を対象として、転換施設の特性と有効な支援方策につい

て調査を行った。（平成 22年度：非会員、転換後） 

本年度は、調査目的に鑑み、下記に着目した調査を実施する。 

   ○モニタリングの観点（会員施設を対象とした情報収集） 

      会員施設の病床に関する基本情報、患者の状態像と動き、 

      施設設備の状況、経営状況、転換意向、懸念事項 など 
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   ○ガイドラインの観点（転換施設を対象とした情報収集） 

      転換施設の基本情報、転換に踏み切った要因、転換時の検討事項、 

      転換前後での患者の状態像と動き、職員の配置状況、経営状況の変化 など 

 以上を踏まえ、本年度調査の全体像を整理すると下記のようになる。 

 

図表 本年度調査の全体像 
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転換が進まない理由 

患者の医療ニーズが高い 

退院先のない患者が存在する 

地域の中で役割が確立している

施設改修をしたばかり 

転換した(できた)理由 

医療区分１が多く、経営悪化 

地域に医療区分 1の受け皿不足

敷地・施設内に病院がある 

平成 21 年度調査 

平成 22 年度調査 

転換に踏み切った理由 

患者の状態像が転換に適している 

病院を維持する専門職に不足 

採算が取れると判断 

利用した支援策 

施設基準の緩和 

併設医療機関との共用の可能性

転換による改善点 

経営状態が改善 

ケアの提供が充実 

法人内で多様なサービスを提供

平成 23 年度調査 

モニタリング 

患者の状態像 

患者の入退院の状況 

施設の改修状況、併設状況 

経営状況 

転換意向 

ガイドライン 

転換策の選択要件（適合性） 

転換時の検討事項 

患者 

施設 

職員 

支援策 

＜追加的情報収集＞ 

・アンケート調査 

・ヒアリング調査 
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Ⅰ 調査の結果 

 

１．実施要領  

 

本調査は、日本慢性期医療協会の会員施設における介護療養病床を持つ病院、従来型介

護老人保健施設、療養病床から転換した介護療養型老人保健施設を対象に、患者・入所者

の状態像や入退出の流れ、転換意向（介護療養病床を持つ病院のみ）、転換経緯（介護療養

型老人保健施設のみ）等について把握することを目的として実施した。 

 

図表 調査の実施状況 

調査時期 平成 23 年 11 月～12 月 

調査方法 郵送配布、郵送回収 

調査対象 日本慢性期医療協会会員施設  974 施設 

※ 本調査で使用した会員名簿には、介護療養型医療施設、従来型

老人保健施設の設立に関する情報がないため、各施設数は不明

である。 

介護療養型老人保健施設     96 施設（平成 23 年９月時点）

回収数 介護療養型医療施設      138 施設 

従来型老人保健施設       71 施設 

※ 会員における上記施設の全体数が不明のため、回収率は算出し

ていない。 

介護療養型老人保健施設     38 施設（回収率 39.6％） 

主な調査項目 ＜介護療養型医療施設＞ 

１．施設の基本情報 

・施設形態、設置主体 

・併設する施設・事業所 

・建物の建設・改築時期 

・病床構成、入院患者数 

２．患者について 

・医療区分、要介護度、認知症高齢者の日常生活自立度 

・入退院の状況 

・疾患、処置・治療、緊急処置や看取りの状況 

３．職員配置 

４．転換意向 

・転換の検討状況、転換先 

・理由、条件 

 

＜従来型老人保健施設＞ 

１．施設の基本情報 

・開設主体 

・定員数、在所者数 
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・併設する施設・事業所 

２．患者について 

・要介護度、認知症高齢者の日常生活自立度 

・入退院の状況 

・疾患、処置・治療、緊急処置や看取りの状況 

３．職員配置 

４．医療機関との連携状況 

 

＜介護療養型老人保健施設＞ 

１．施設の基本情報 

・開設主体 

・定員数、在所者数 

・併設する施設・事業所 

２．転換の経緯 

・転換時期、転換の内容 

・問題点、転換実施要因 

３．患者について 

・医療区分、要介護度、認知症高齢者の日常生活自立度 

・入退院の状況 

・疾患、処置・治療、緊急処置や看取りの状況 

３．職員配置 

４．医療機関との連携状況 
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２．施設の概要  

 

（１）設置主体 

調査に協力いただいた施設の設置主体は、介護療養型医療施設、従来型老人保健施設、

介護療養型老人保健施設ともに医療法人が 80％以上を占めた。 

 

図表 設置主体 

89.0 %

94.3 %

84.2 %

2.9 %

3.7 %

1.5 %

1.5 %

2.6 %

13.2 %

2.9 %

4.4 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護療養型医療施設（N=136）

従来型老人保健施設(N=70)

介護療養型老人保健施設(N=38)

医療法人 社会福祉法人 地方公共団体 公的･社会保険関係団体 個人 その他
 

 

 

（２）病床数・入院患者数、定員数・在所者数 

調査に協力いただいた介護療養型医療施設は、129 施設中 112 施設において医療療養病

床を有している。介護療養型医療施設の病床数（介護療養病床）は、「50～99 床」が最も

多く 35.7％、次いで「20～49床」が 27.1％であり、両者で 60％以上を占める。病床数（介

護療養病床）の施設平均は、84.4床である。 

従来型老人保健施設の定員数は、「50～99人」が 49.3％を占める。定員数の施設平均は

87.3人である。 

一方、介護療養型老人保健施設では、「50～99人」が最も多く 31.6%、次いで「１～19

人」が 28.9%であり、病小規模の分布に２つの山があることがみてとれる。定員数の施設

平均は 56.4人である。 
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図表 病床数・入院患者数、定員数・在所者数 

 

【介護療養型医療施設】 

○全体 

＜医療＞

許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数

病床・患者数 16,178 13,863 8,985 7,947 3,041 2,250 1,312 1,015 2,728 2,572

施設数 126 113 112 102 48 41 28 25 15 15

施設平均 128.4 122.7 80.2 77.9 63.4 54.9 46.9 40.6 181.9 171.5

※施設平均を算出する際※施設平均を算出する際に、許可病床数0の施設は含まない（分母に含めない）。

＜介護＞

許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数

病床・患者数 11,331 9,573 10,893 9,150 438 423

施設数 133 119 129 115 7 7

施設平均 85.2 80.4 84.4 79.6 62.6 60.4

※施設平均を算出する際※施設平均を算出する際に、許可病床数0の施設は含まない（分母に含めない）。

医療

介護

医療療養病床 一般病床 回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟 精神病床

介護療養病床 老人性認知症疾患療養病棟

 

 

○医療保険病床を併設している施設 

＜医療＞

許可病床数 入院患者数 許可病床数入院患者数許可病床数入院患者数許可病床数入院患者数許可病床数入院患者数

病床・患者数 24,072 20,803 8,574 7,564 2,857 2,093 1,218 932 2,406 2,288

施設数 121 108 108 98 44 37 27 24 14 14

施設平均 198.9 192.6 79.4 77.2 64.9 56.6 45.1 38.8 171.9 163.4

※施設平均を算出する際※施設平均を算出する際に、許可病床数0の施設は含まない（分母に含めない）。

＜介護＞

許可病床数 入院患者数 許可病床数入院患者数許可病床数入院患者数

病床・患者数 9,507 7,931 9,169 7,608 338 323

施設数 121 108 118 105 6 6

施設平均 78.6 73.4 77.7 72.5 56.3 53.8

※施設平均を算出する際※施設平均を算出する際に、許可病床数0の施設は含まない（分母に含めない）。

介護

医療 医療療養病床 一般病床 回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟 精神病床

介護療養病床 老人性認知症疾患療養病棟

 

 

○介護保険病床のみの施設 

＜介護＞

許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数 許可病床数 入院患者数

病床・患者数 1,824 1,642 1,724 1,542 100 100

施設数 12 11 11 10 1 1

施設平均 152.0 149.3 156.7 154.2 100.0 100.0

※施設平均を算出する際※施設平均を算出する際に、許可病床数0の施設は含まない（分母に含めない）。

介護 介護療養病床 老人性認知症疾患療養病棟
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【従来型老人保健施設、介護療養型老人保健施設】 

定員数 在所者数 定員数 在所者数

定員・在所者数 6,021 5,471 2,145 1,682

施設数 69 67 38 34

施設平均 87.3 81.7 56.4 49.5

従来型老人保健施設 介護療養型老人保健施設

 

 

図表 調査対象の施設規模 

10.8 %

7.0 %

0.9 %

0.0 %

28.9 %

27.5 %

27.1 %

1.7 %

5.8 %

21.1 %

37.3 %

35.7 %

16.2 %

49.3 %

31.6 %

10.8 %

14.0 %

21.4 %

34.8 %

15.8 %

8.8 %

8.5 %

23.9 %

7.2 %

5.4 %

7.7 % 2.6 %

2.6 %

2.0 %

11.1 %

2.9 %

0.8 %

2.0 %

1.6 %

1.0 %

5.1 %

4.3 %

0.9 %

4.3 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療療養病床（N=102)

介護療養病床（N=129)

病院・診療所(N=117)

従来型老人保健施設(N=69)

介護療養型老人保健施設(N=38)

1～19 20～49 50～99 100～149 150～199 200～249 250～299 300～349

350～399 400～449 450～499 500以上
 

 ※ Nは施設数。 
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（３）建設時期など 

介護療養型医療施設について、調査対象施設の建設時期は 59.8%が「1985 年以前」（築

25年以上）である。また、建物の大規模改修時期は、「1996～2000年」（11～16年前）が

42.4%と最も多く、当時の改修費用の平均は９億 1924万円である。 

 

図表 建物の建設時期（介護療養型医療施設） 

施設数 割合

1985年以前 70 59.8%

1986～1990年 11 9.4%

1991～1995年 5 4.3%

1996～2000年 17 14.5%

2001～2005年 12 10.3%

2006～2010年 1 0.9%

2011年 1 0.9%

合計 117 100.0%  

         ※ 無回答は 21 施設。 

 

図表 建物の大規模改修時期（介護療養型医療施設） 

大規模改修時期 当時の改修費用

施設数 割合 施設数 平均値

1990年以前 2 3.0% 2 85,000

1991～1995年 5 7.6% 2 64,500

1996～2000年 28 42.4% 17 91,924

2001～2005年 13 19.7% 8 243,042

2006～2010年 15 22.7% 15 16,148

2011年 3 4.5% 2 32,500

合計 66 100.0% 46  
※ 無回答は、大規模改修時期は 72施設、改修費用は 92施設。 
※ 平均値の単位は万円。 
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（４）併設施設・事業所 

併設施設・事業所の状況は、介護療養型医療施設では、「通所系サービス」が 69.6％と最

も多く、次いで「訪問系サービス」が 51.8％であった。 

従来型老人保健施設は「病院」が 91.4％、介護療養型老人保健施設は「診療所」が 64.7％

である。 

 

図表 併設施設・事業所 

介護療養型
医療施設
（N=112）

従来型老人
保健施設
(N=58)

介護療養型
老人保健施
設(N=34)

病院 17.0 % 91.4 % 26.5 %

診療所 3.6 % 1.7 % 64.7 %

従来型老人保健施設 33.0 % 3.4 % 14.7 %

介護療養型老人保健施設 3.6 %

介護老人福祉施設 8.9 %

グループホーム 28.6 %

ケアハウス 11.6 % 22.4 % 26.5 %

有料老人ホーム 5.4 %

高齢者専用賃貸住宅 2.7 %

その他の居住系施設 3.6 %

通所系サービス 69.6 %

訪問系サービス 51.8 %

短期入所サービス 39.3 %

1～13のいずれも併設してい 6.3 %  

       ※ Nは施設数。 
       ※ 無回答は、介護療養型医療施設が 26施設、従来型老人保健施設が 13施設、 
         介護療養型老人保健施設が４施設。 
 

（５）基本施設サービス費の算定状況（施設のみ） 

基本施設サービス費の算定状況は、従来型老人保健施設では「介護保健施設サービス費

（I）」が 92.6％、介護療養型老人保健施設では「介護保健施設サービス費（Ⅱ）」が 73.0％

を占める。ユニット型のサービス費は、両者とも７～８％の施設で算定している。 

 

図表 基本施設サービス費の算定状況 

従来型老人
保健施設
(N=68)

介護療養型
老人保健施
設(N=37)

介護保健施設ｻｰﾋﾞｽ費(Ⅰ) 92.6 %

ユニット型介護保健施設ｻｰﾋﾞｽ費(Ⅰ) 7.4 %

介護保健施設ｻｰﾋﾞｽ費(Ⅱ) 73.0 %

介護保健施設ｻｰﾋﾞｽ費(Ⅲ) 18.9 %

ﾕﾆｯﾄ型介護保健施設ｻｰﾋﾞｽ費(Ⅱ) 5.4 %

ﾕﾆｯﾄ型介護保健施設ｻｰﾋﾞｽ費(Ⅲ) 2.7 %  

       ※ 無回答は、従来型老人保健施設が 3施設、 介護療養型老人保健施設が 1施設。 
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（６）協力関係にある医療機関（施設のみ） 

協力医療機関については、従来型老人保健施設の 84.3%、介護療養型老人保健施設の

92.1%が「ある」と回答している。 

協力医療機関は、従来型老人保健施設、介護療養型老人保健施設ともに「その他」がも

っとも多いが、従来型老人保健施設では「同一法人」が 47.5％にのぼっている。 

なお、協力医療機関までの距離（自動車で移動に要する時間）は、従来型老人保健施設

で平均 11.8分、介護療養型老人保健施設で平均 13.7分である。 

 

図表 協力医療機関の有無 

84.3 %

92.1 %

15.7 %

7.9 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従来型老人保健施設(N=70)

介護療養型老人保健施設(N=38)

ある ない
 

図表 協力医療機関の種類 

47.5 %

28.6 %

59.3 %

74.3 %

8.6 %

1.7 %

1.7 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従来型老人保健施設(N=59)

介護療養型老人保健施設(N=35)

同一法人 グループ法人 その他 無回答
 

 

図表 協力医療機関までの距離 

従来型
老人保健施設

介護療養型
老人保健施設

施設数 47 32

平均（分） 11.8 13.7  

         （注）協力医療機関までの距離は、車での所要時間で算出。 
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３．患者・入所者の状態像と入退院経路・入退所経路 

 

（１）状態像 

①医療区分（介護療養病床、転換老健のみ） 

介護療養病床を有する病院･診療所と、介護療養型老人保健施設（転換前および転換後）

について、入院患者・入所者の医療区分を尋ねた回答結果について下記に示した。 

介護療養病床については、「不明、未実施」を除くと、医療区分１が 73.5%、医療区分 2

が 19.6%、医療区分３が 6.8%であった。 

一方、介護療養型老人保健施設については、転換前および転換後いずれの回答について

も、2 割強の「不明、未実施」が含まれているため、回答の解釈には留意が必要となる。

介護療養型老人保健施設の転換前の状況としては、「不明、未実施」を除いた集計において

は、医療区分 2が 31.5%、医療区分３が 11.2%となっており、介護療養病床よりも医療必

要度の高い患者が多いという結果となっている。しかし、「不明、未実施」を含めた集計で

は、医療区分２が 23.6%、医療区分 3が 8.4%と低下することとなり、介護療養病床との差

は縮小する。 

また、次の図表では、患者・入所者の医療区分の構成割合について、施設単位での分布

を示した結果となっている。本設問においては、介護療養病床については 108施設からの

回答を得ており、一定数の標本規模を確保している一方、介護療養型老人保健施設につい

ては転換前が 22施設、転換後が 21施設となっており、必ずしも十分とはいえない標本数

となっている。調査データの対象となった患者数・入所者数で考えるならば、介護療養型

老人保健施設についても 1,000人強のデータ数（「不明、未実施」を除く）を確保している

が、図表にも示されているとおり、施設別の医療区分の構成に大きなバラつきが生じてい

ることがわかることから、実態についてはより大きな標本規模の下で検討することも必要

となる。 
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図表 施設類型別の入院患者・入所者の医療区分の状況 

（「不明、未実施」を除く集計） 

73.5%

57.3%

67.9%

19.6%

31.5%

27.1%

11.2%

6.8%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養病床
(n=8,791)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,063)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,120)

医療区分1 医療区分2 医療区分3

 

 

図表 施設類型別の入院患者・入所者の医療区分の状況 

（「不明、未実施」を含む集計） 

68.4%

42.9%

54.2%

18.3%

23.6%

21.6%

25.1%

20.1%

8.4%

4.1%

6.4% 7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養病床
(n=9,452)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,420)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,401)

医療区分1 医療区分2 医療区分3 不明、未実施
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図表 医療区分別の入院患者・入所者の構成比に係る施設分布 

（「不明、未実施」を除く集計） 

【医療区分①】 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

10％

以下

10％

～20％

20％

～30％

30％

～40％

40％

～50％

50％

～60％

60％

～70％

70％

～80％

80％

～90％

90％

～100％

各施設において医療区分１である患者・入所者の構成比

施

設

類

型

別

に

み

た

施

設

構

成

比

介護療養病床
(n=108)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=22)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=21)

 
【医療区分②】 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

10％

以下

10％

～20％

20％

～30％

30％

～40％

40％

～50％

50％

～60％

60％

～70％

70％

～80％

80％

～90％

90％

～100％

各施設において医療区分２である患者・入所者の構成比

施

設

類

型

別

に

み

た

施

設

構

成

比

介護療養病床
(n=108)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=22)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=21)

 
【医療区分③】 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

10％

以下

10％

～20％

20％

～30％

30％

～40％

40％

～50％

50％

～60％

60％

～70％

70％

～80％

80％

～90％

90％

～100％

各施設において医療区分３である患者・入所者の構成比

施

設

類

型

別

に

み

た

施

設

構

成

比

介護療養病床
(n=108)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=22)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=21)
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②要介護度 

施設類型別の要介護度についてみると、「不明、未申請」を除く集計では、要介護度５の

割合が最も高いのが介護療養病床であり、59.1%を占める。また、介護療養型老人保健施

設の転換前及び転換後についても、それぞれ 57.7%、54.7%となっており、介護療養病床

に接近した割合となっている。一方、従来型介護老人保健施設は要介護度５は約２割と相

対的に低く、要介護度 3以下の割合が半分以上を占めていた。 

平均要介護度で見ると、介護療養病床が4.42、転換前の介護療養型老人保健施設が4.30、

転換後の介護療養型老人保健施設が 4.25、従来型介護老人保健施設が 3.28となっていた。 

 
図表 施設類型別の入院患者・入所者の要介護度の状況 

（「不明、未申請」を除く集計） 

10.1% 18.5%

7.7%

9.5%

9.5%

24.6%

29.2%

25.0%

27.0%

26.9% 19.9%

0.0%

0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

1.7%

1.4%

6.1%

5.8%

2.7%

54.7%

57.7%

59.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養病床
(n=10,787)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,373)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,877)

介護老人保健施設
(n=5,549)

要支援 経過的要介護 要介護度1 要介護度2

要介護度3 要介護度4 要介護度5  
 

図表 施設類型別の入院患者・入所者の要介護度の状況 

（「不明、未申請」を含む集計） 

9.7% 17.7%

7.5%

8.0%

9.5%

23.5%

28.5%

21.0%

27.0%

25.7% 19.1%

16.0%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.4%

1.5%

2.7%

2.6%

4.8%

6.1%

57.7%

48.5%

54.6%

2.4%

0.2%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養病床
(n=11,050)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,634)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,881)

介護老人保健施設
(n=5,799)

要支援 経過的要介護 要介護度1 要介護度2

要介護度3 要介護度4 要介護度5 不明、未申請  
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図表 施設類型別の入院患者・入所者の要介護度の状況 

3.28

4.42

4.30

4.25

0 1 2 3 4 5

介護療養病床
(n=10,787)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,373)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,877)

介護老人保健施設
(n=5,549)

平均要介護度

 

注）「平均要介護度」の計算においては、「要支援 1・2」及び「経過的要介護」の係数は 0.375として計算した。
「不明、未申請」の者は母数から除いた。 
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③認知症高齢者の日常生活自立度 

施設類型別の「認知症高齢者の日常生活自立度」の構成割合（「不明、未判定」を除く）

についてみると、介護療養病床と介護療養型老人保健施設との間で、構成割合に大きな違

いはみられない。 

介護療養病床、転換後の介護療養型老人保健施設とも、ランク M の割合は約 1割程度、

またランクⅣの割合は 36～37％程度となっており、ランクⅣと M の合計ではいずれも約

47%程度となっていた。 

 
図表 施設類型別の入院患者・入所者の「認知症高齢者の日常生活自立度」の状況 

（「不明、未判定」を除く集計） 

11.1% 13.5%

6.4%

19.5%

24.3%

14.0%

18.9%

26.7%

14.7%

19.9%

11.9%

37.0%

37.1%

36.1%

12.4%

3.1%

3.0%

2.7%

1.4%

4.7%

4.8%

2.8%

5.4%

6.5%

3.6%

9.7%

8.5%

11.4%

1.8%

10.9%

6.5%

9.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養病床
(n=10,214)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,281)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,739)

介護老人保健施設
(n=5,480)

自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M

 
 

図表 施設類型別の入院患者・入所者の「認知症高齢者の日常生活自立度」の状況 

（「不明、未判定」を含む集計） 

11.0% 13.4%

6.1%

19.4%

23.1%

11.2%

18.1%

26.6%

14.0%

16.0%

11.8%

35.2%

29.8%

34.5%

12.3%

19.6%

1.3%

2.2%

2.9%

3.1%

2.6%

3.9%

4.5%

3.4%

5.2%

5.2%

6.8%

9.2% 11.0%

9.3%

5.2%

10.4%

1.8%

4.9%

4.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護療養病床
(n=10,742)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,594)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,817)

介護老人保健施設
(n=5,508)

自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 不明、未判定
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図表 施設類型別の入院患者・入所者の「認知症高齢者の日常生活自立度」の状況 

（「不明、未判定」を除く集計） 

1.8%

46.8%

43.6%

46.9%

14.2%

9.8%

6.5%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護療養病床
(n=10,214)

介護療養型老人保健施設
【転換前】(n=1,281)

介護療養型老人保健施設
【転換後】(n=1,739)

介護老人保健施設
(n=5,480)

ランクMの者の割合 ランク4またはMの者の割合
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（２）患者・入所者の入退出経路 

直近の６カ月間の新規入院患者・新規入所者の入院元・入所元についてみると、介護療

養型医療施設では「病院・一般病棟」からの入院が 47.7％と最も多く、次いで「病院・医

療療養病床」からの入院が 18.2%、「自宅」・「親戚宅」からの入院が 12.9％などとなって

いた。 

介護療養型老人保健施設では、「併設または関連の医療機関・一般病床」からの入所が

33.2%と最も多く、次いで「関連のない医療機関・一般病床」からの入所が 21.3%であり、

それらを合わせると一般病床からの入所が 53.5%となっていた。「自宅」・「親戚宅」からの

入所は 14.1％であった。 

従来型老人保健施設では、「自宅」・「親戚宅」からの入所が 29.2％と最も多く、次いで「併

設または関連の医療機関・一般病床」からの入所が 16.5%、「関連のない医療機関・一般病

床」からの入所が 15.0%などとなっていた。 

次に、退院患者・退所者の退院先・退所先についてみると、介護療養型医療施設では「死

亡」が最も多く 33.3%、次いで「病院・一般病床」が 20.6%、「自宅」・「親戚宅」が 13.2%

などとなっていた。介護療養型医療施設において、ターミナルケア・看取り機能の役割を

大きく担っている状況がうかがえる。 

介護療養型老人保健施設では、「併設または関連の医療機関・一般病床」への退所が 25.8%

と最も多く、次いで「自宅」・「親戚宅」への退所が 16.2％、「関連のない医療機関・一般病

床」への退所が 16.1%であった。一般病床への退所を合計すると、41.9%となっていた。

これは、状態が悪化した際に、施設内では十分な治療が行えないことから急性期等の病院

に移している状況を表すものといえる。老健施設は、本来は患者が回復して在宅へ向かう

中間施設として位置付けられているが、逆に重症化を想定しなければいけないという現状

がうかがえる。 

従来型老人保健施設では、「自宅」・「親戚宅」への退所が 26.6％と最も多く、次いで「併

設または関連の医療機関・一般病床」への退所が 22.2%、「関連のない医療機関・一般病床」

への退所が 12.3%であった。一般病床への退所を合計すると、34.5%となっていた。 

本結果からは、同一・関連法人の病院と老健施設との間で患者がやり取りされている可

能性も示唆されるものであり、より詳細な実態把握も必要であろう。 
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図表 入院患者の入院元及び退院患者の退院先【介護療養型医療施設】 

自宅 551人 12.9% 554人 13.1%

親戚宅 2人 0.0% 5人 0.1%

一般病床 2,042人 47.7% 875人 20.6%

亜急性期病棟 57人 1.3% 6人 0.1%

医療療養病床 778人 18.2% 458人 10.8%

介護療養病床 164人 3.8% 163人 3.8%

回復期リハビリテーション病棟 202人 4.7% 34人 0.8%

精神病床 65人 1.5% 33人 0.8%

その他 70人 1.6% 11人 0.3%

「病院」の小計 3,378人 78.8% 1,580人 37.3%

一般病床 56人 1.3% 17人 0.4%

医療療養病床 5人 0.1% 1人 0.0%

介護療養病床 1人 0.0% 7人 0.2%

その他 2人 0.0% 0人 0.0%

「診療所」の小計 64人 1.5% 25人 0.6%

併設 介護療養型老人保健施設 10人 0.2% 16人 0.4%

または 介護老人保健施設 55人 1.3% 142人 3.4%

関連 介護老人福祉施設 47人 1.1% 104人 2.5%

グループホーム 11人 0.3% 10人 0.2%

ケアハウス 6人 0.1% 2人 0.0%

有料老人ホーム 1人 0.0% 8人 0.2%

高齢者専用賃貸住宅 0人 0.0% 1人 0.0%

その他の居住系施設 4人 0.1% 1人 0.0%

関連 介護療養型老人保健施設 6人 0.1% 10人 0.2%

なし 介護老人保健施設 81人 1.9% 121人 2.9%

介護老人福祉施設 22人 0.5% 163人 3.8%

グループホーム 14人 0.3% 14人 0.3%

ケアハウス 0人 0.0% 5人 0.1%

有料老人ホーム 14人 0.3% 34人 0.8%

高齢者専用賃貸住宅 0人 0.0% 6人 0.1%

その他の居住系施設 12人 0.3% 11人 0.3%

「施設等」の小計 283人 6.6% 648人 15.3%

死亡 1,412人 33.3%

その他 1人 0.0% 8人 0.2%

不明 6人 0.1% 6人 0.1%

4,285人 100.0% 4,238人 100.0%

病
院
（

転
棟
を
含
む
）

診
療
所

施
設
等

【参考】回答施設の病床数 11,059床 11,161床

入院・退院患者数　合計
直近6カ月間の新規入院患者数 直近6カ月間の退院患者数

131施設 133施設回答施設数

介護療養型医療施設
直近６カ月間の退院
患者の退院先

直近６カ月間の新規
入院患者の入院元
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図表 入所者の入所元及び退所者の退所先【介護療養型老人保健施設】 

自宅 135人 13.8% 157人 16.2%

親戚宅 3人 0.3% 1人 0.1%

併設 介護療養型老人保健施設 1人 0.1% 3人 0.3%

または 介護老人保健施設 10人 1.0% 6人 0.6%

関連 介護老人福祉施設 2人 0.2% 16人 1.7%

グループホーム 2人 0.2% 4人 0.4%

ケアハウス 0人 0.0% 1人 0.1%

有料老人ホーム 0人 0.0% 2人 0.2%

高齢者専用賃貸住宅 0人 0.0% 1人 0.1%

その他の居住系施設 0人 0.0% 0人 0.0%

関連 介護療養型老人保健施設 0人 0.0% 3人 0.3%

なし 介護老人保健施設 31人 3.2% 55人 5.7%

介護老人福祉施設 0人 0.0% 61人 6.3%

グループホーム 4人 0.4% 9人 0.9%

ケアハウス 0人 0.0% 1人 0.1%

有料老人ホーム 2人 0.2% 13人 1.3%

高齢者専用賃貸住宅 1人 0.1% 4人 0.4%

その他の居住系施設 2人 0.2% 5人 0.5%

「施設等」の小計 55人 5.6% 184人 19.0%

併設 一般病床 325人 33.2% 250人 25.8%

または 亜急性期病棟 0人 0.0% 0人 0.0%

関連 医療療養病床 34人 3.5% 19人 2.0%

介護療養病床 23人 2.3% 9人 0.9%

回復期リハビリテーション病棟 79人 8.1% 8人 0.8%

精神病床 0人 0.0% 0人 0.0%

その他 0人 0.0% 0人 0.0%

関連 一般病床 209人 21.3% 156人 16.1%

なし 亜急性期病棟 7人 0.7% 4人 0.4%

医療療養病床 57人 5.8% 24人 2.5%

介護療養病床 9人 0.9% 23人 2.4%

回復期リハビリテーション病棟 37人 3.8% 0人 0.0%

精神病床 2人 0.2% 1人 0.1%

その他 4人 0.4% 4人 0.4%

「病院または診療所」の小計 786人 80.3% 498人 51.4%

死亡 126人 13.0%

その他 0人 0.0% 3人 0.3%

不明 0人 0.0% 0人 0.0%

979人 100.0% 969人 100.0%

直近6カ月間の退所者数

回答施設数 37施設 38施設

【参考】回答施設の定員数 2,126人

入所・退所者数　合計
直近6カ月間の新規入所者数

介護療養型老人保健施設
直近６カ月間の新規
入所者の入所元

直近６カ月間の退所
者の退所先

2,145人

施
設
等

病
院
ま
た
は
診
療
所
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図表 入所者の入所元及び退所者の退所先【従来型老人保健施設】 

自宅 926人 29.1% 874人 26.6%

親戚宅 4人 0.1% 1人 0.0%

併設 介護療養型老人保健施設 0人 0.0% 0人 0.0%

または 介護老人保健施設 75人 2.4% 40人 1.2%

関連 介護老人福祉施設 9人 0.3% 49人 1.5%

グループホーム 3人 0.1% 19人 0.6%

ケアハウス 9人 0.3% 5人 0.2%

有料老人ホーム 18人 0.6% 11人 0.3%

高齢者専用賃貸住宅 0人 0.0% 2人 0.1%

その他の居住系施設 0人 0.0% 5人 0.2%

関連 介護療養型老人保健施設 1人 0.0% 23人 0.7%

なし 介護老人保健施設 155人 4.9% 128人 3.9%

介護老人福祉施設 21人 0.7% 215人 6.5%

グループホーム 2人 0.1% 20人 0.6%

ケアハウス 4人 0.1% 7人 0.2%

有料老人ホーム 7人 0.2% 70人 2.1%

高齢者専用賃貸住宅 1人 0.0% 13人 0.4%

その他の居住系施設 3人 0.1% 5人 0.2%

「施設等」の小計 308人 9.7% 612人 18.6%

併設 一般病床 526人 16.5% 729人 22.2%

または 亜急性期病棟 75人 2.4% 66人 2.0%

関連 医療療養病床 289人 9.1% 252人 7.7%

介護療養病床 81人 2.5% 21人 0.6%

回復期リハビリテーション病棟 226人 7.1% 33人 1.0%

精神病床 9人 0.3% 3人 0.1%

その他 12人 0.4% 2人 0.1%

関連 一般病床 479人 15.0% 403人 12.3%

なし 亜急性期病棟 39人 1.2% 31人 0.9%

医療療養病床 39人 1.2% 19人 0.6%

介護療養病床 13人 0.4% 5人 0.2%

回復期リハビリテーション病棟 85人 2.7% 0人 0.0%

精神病床 18人 0.6% 10人 0.3%

その他 0人 0.0% 5人 0.2%

「病院または診療所」の小計 1,891人 59.4% 1,579人 48.1%

死亡 175人 5.3%

その他 17人 0.5% 4人 0.1%

不明 38人 1.2% 38人 1.2%

3,184人 100.0% 3,283人 100.0%
入所・退所者数　合計

直近6カ月間の新規入所者数 直近6カ月間の退所者数

回答施設数 69施設 69施設

【参考】回答施設の定員数 6,021人 6,021人

施
設
等

病
院
ま
た
は
診
療
所

従来型老人保健施設

直近６カ月間の新規
入所者の入所元

直近６カ月間の退所
者の退所先
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図表 入退院、入退所の移動イメージ（100 人当たり人数） 

（入院元）

自宅・親戚宅

施設等

一般病床

医療療養病床

介護療養病床

回復期ﾘﾊ病床

介
護
療
養
型
医
療
施
設

（退院先）

自宅・親戚宅

施設等

一般病床

医療療養病床

介護療養病床

死亡

13人

7人

49人

18人

4人

5人

（100人）

その他 その他
4人

（入所元）

自宅・親戚宅

施設等

一般病床

医療療養病床

介護療養病床

回復期ﾘﾊ病床

（退所先）

自宅・親戚宅

施設等

一般病床

医療療養病床

介護療養病床

死亡

（100人）

その他 その他

（入所元）

自宅・親戚宅

施設等

一般病床

医療療養病床

介護療養病床

回復期ﾘﾊ病床

（退所先）

自宅・親戚宅

施設等

一般病床

医療療養病床

介護療養病床

死亡

（100人）

その他 その他

介
護
療
養
型
老
人
保
健
施
設

従
来
型
老
人
保
健
施
設

13人

15人

21人

11人

4人

33人

3人

14人

6人

55人

9人

3人

12人

1人

16人

19人

42人

4人

3人

13人

3人

29人

10人

32人

10人

3人

10人

6人

27人

19人

34人

8人

1人

5人

6人
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（３）疾患の状態、処置の状況 

疾患・状態像等の集計結果についてみると、まず「リハビリテーションが必要である」

入院患者・入所者の割合は、介護療養病床では 65.2%、介護療養型老人保健施設では 77.2％、

従来型老人保健施設では 77.5％となっていた。また、「当施設での看取りを希望している」

という項目については、介護療養病床では 54.8%と半数を超えており、介護療養型老人保

健施設では 21.0%、従来型介護老人保健施設では 4.9%となっており、患者・入所者・家族

の看取り機能への要望度の違いが見られる結果となった。 

処置・治療内容についてみると、該当割合が高かった項目として、「経鼻胃管や胃ろう等

の経腸栄養を行っている」に該当する患者・入所者の割合は、介護療養病床では 39.2%、

介護療養型老人保健施設では 41.9％となっていた。（従来型老人保健施設では 6.6％であっ

た。） 

施設類型間での該当割合の差異に着目すると、介護療養型老人保健施設と介護療養病床

の間で該当割合に一定の差異が生じていた項目として、「重度の意識障害である」（介護療

養病床：6.3%、介護療養型老人保健施設：13.9%）、「１日に８回以上の喀痰吸引を実施し

ている」（介護療養病床：7.3%、介護療養型老人保健施設：11.5%）が挙げられる。 

また、介護療養型老人保健施設と従来型介護老人保健施設との間で該当割合に一定の差

異が生じていた項目として、「経鼻胃管や胃ろう等の経腸栄養を行っている」、「重度の意識

障害である」（介護療養型老人保健施設：13.9%、従来型介護老人保健施設：0.7%）、「１日

に８回以上の喀痰吸引を実施している」（介護療養型老人保健施設：11.5%、従来型介護老

人保健施設：0.9%）、「膀胱留置カテーテル、導尿等の排尿時の処置を実施している」（介

護療養型老人保健施設：9.4%、従来型介護老人保健施設：2.9%）が挙げられる。 
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図表 疾患・状態像等 

介護療養病床
(n=8,980)

介護療養型
老人保健施設
(n=1,682)

介護老人保健施設
(n=5,373)

1. リハビリテーションが必要である 65.2% 77.2% 77.5%

2. 重度の意識障害である 6.3% 13.9% 0.7%

3. パーキンソン病関連疾患である 4.0% 3.7% 2.3%

4. 24時間持続して点滴を実施している 3.7% 1.8% 0.4%

5. 脱水に対する治療を実施している 1.8% 1.1% 0.6%

6.
経鼻胃管や胃ろう等の経腸栄養を行ってい
る

39.2% 41.9% 6.6%

7. 頻回の血糖検査を実施している 2.2% 2.0% 1.1%

8. インスリン注射を実施している 3.0% 4.8% 1.9%

9. 酸素療法を実施している 2.4% 2.3% 0.8%

10. 肺炎に対する治療を実施している 1.8% 1.4% 0.4%

11. 尿路感染症に対する治療を実施している 1.5% 1.8% 0.5%

12. 褥瘡に対する治療を実施している 3.3% 3.1% 2.4%

13. せん妄に対する治療を実施している 2.0% 1.6% 1.2%

14. １日に８回以上の喀痰吸引を実施している 7.3% 11.5% 0.9%

15.
膀胱留置カテーテル、導尿等の排尿時の処
置を実施している

9.7% 9.4% 2.9%

16. 末期の悪性腫瘍である 0.8% 1.4% 0.3%

17. ターミナルケアを実施している 2.7% 0.8% 1.6%

18. 当施設での看取りを希望している 54.8% 21.0% 4.9%
 

 



 25

（４）緊急処置・看取り等の状況 

緊急処置・看取り等の実施状況について 1 施設当たりの件数をみると、まず「ターミナ

ルケアを行い、かつ看取りを実施した件数」については、介護療養病床が 1.5 件／月で相

対的に高く、介護療養型老人保健施設と従来型介護老人保健施設はいずれも約 0.5～0.6件

／月であった。 

「ＢＰＳＤの増悪した認知症患者の受入件数」については、患者 100人当たりで見ると、

従来型介護老人保健施設が 1.4 件／月で相対的に高く、介護療養病床と介護療養型老人保

健施設の 2倍程度となっていた。 

「認知症身体合併症患者の受入件数」についても、患者 100人当たりで従来型介護老人

保健施設が 4.0 件／月で相対的に高く、次いで介護療養型老人保健施設が 3.4 件／月、介

護療養病床が 2.8件／月となっていた。 

「医師又は看護師による緊急処置件数」については、介護療養病床が大幅に多く、1 施

設あたりでは 12.2件／月となっており、介護療養型老人保健施設は 2.0件／月、従来型介

護老人保健施設は 1.1件／月であった。 

 

図表 転換前後の緊急処置・看取り等の状況（過去１カ月あたり平均値） 

【１施設当たり】 

1.
ターミナルケアを行い、かつ看取りを実
施した件数

1.5 件／月 0.5 件／月 0.6 件／月

2.
ＢＰＳＤの増悪した認知症患者の受入件
数

0.4 件／月 0.4 件／月 1.1 件／月

3. 認知症身体合併症患者の受入件数 2.2 件／月 1.8 件／月 3.2 件／月

4. 医師又は看護師による緊急処置件数 12.2 件／月 2.0 件／月 1.1 件／月

介護療養病床
介護療養型
老人保健施設

介護老人保健施設

1施設当たり件数／月

 

 

【入院患者・入所者 100 人当たり】 

1.
ターミナルケアを行い、かつ看取りを実
施した件数

1.9 件／月 1.0 件／月 0.7 件／月

2.
ＢＰＳＤの増悪した認知症患者の受入件
数

0.5 件／月 0.7 件／月 1.4 件／月

3. 認知症身体合併症患者の受入件数 2.8 件／月 3.4 件／月 4.0 件／月

4. 医師又は看護師による緊急処置件数 15.3 件／月 3.8 件／月 1.3 件／月

入院患者・入所者100人当たり件数／月

介護療養病床
介護療養型
老人保健施設

介護老人保健施設
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４．職員の状況 

 

施設類型別の職員数の状況について、以下に示した。 

介護療養型医療施設については、施設内で病床種別ごとの配置人数を算出することが困

難と考えられた職種（医師、歯科医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）について

は、介護療養型医療施設以外の病床も含めた施設全体での合計人数を施設の総病床 100床

当たりに換算した人数を算出した。病床 100床当たりでみて、医師数は 4.2人、歯科医師

は 0.1 人、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が計 7.7 人などとなっていた。また、以

下の職種については介護療養型医療施設に限った職員数の集計を行っており、対象病床

100床当たりで見て、看護師は 11.3人、准看護師は 10.3人、介護福祉士は 13.3人、その

他の介護職員は 16.2人となっていた。 

次に、介護療養型老人保健施設については、転換前後での職員数の比較を行った。なお、

集計対象とした施設は比較に必要な回答項目が充足された施設で、転換前後で共通の施設

が対象となっている。転換前の 100床当たり職員数と、転換後の定員 100人当たり職員数

を比較すると、とりわけ医師数の減少が特徴的であり、「常勤（専従）」の医師は 3.0 人か

ら 1.7人に減少、「常勤（兼任）・非常勤」の医師は 2.4人から 1.5人に減少していた。（但

し、転換前については「常勤（専従）」の中に外来勤務を兼ねる医師も含まれる可能性があ

り、比較上の留意が必要である。）一方、介護福祉士とその他の介護職員は転換後のほうが

やや増加する結果となった。 

従来型老人保健施設については、介護療養型老人保健施設と比較して、医師、看護師、

准看護師はいずれも半数程度の配置となっていた。一方、介護福祉士については、「常勤（専

従）」でみると従来型老人保健施設は 18.4人、介護療養型老人保健施設は 12.2人となって

おり、従来型老人保健施設において手厚い状況となっていた。 
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図表 職員配置状況【介護療養型医療施設】 

①施設全体での集計 

介護療養型医療施設を
有する医療機関

病床100床当たり職員数
（施設全体）

医師（施設長・管理者を含む） 4.2人

歯科医師 0.1人

理学療法士 3.9人

作業療法士 2.7人

言語聴覚士 1.1人

回答施設数 125施設

対象病床数（施設全体） 24,666床  
※介護療養型医療施設の病棟に限らない施設全体の職員数を示す。 

※常勤換算人数 

 

②介護療養型医療施設での集計 

介護療養型医療施設

対象病床100床当たり職員数

看護師 11.3人

准看護師 10.3人

介護福祉士 13.3人

その他の介護職員 16.2人

回答施設数 125施設

対象病床数（介護療養型医療施設） 10,865床  
※介護療養型医療施設の病棟に限った職員数を示す。 

※常勤換算人数 
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図表 職員配置状況【介護療養型老人保健施設】 

【転換後】
介護療養型老人保健施設

【転換前】
転換対象となった病棟

定員100人当たり職員数 100床当たり職員数

常勤(専従) 1.7人 3.0人

常勤(兼任)・非常勤 1.5人 2.4人

歯科医師 常勤(専従) 0.0人 0.0人

常勤(兼任)・非常勤 0.0人 0.0人

看護師 常勤(専従) 9.4人 9.7人

常勤(兼任)・非常勤 3.9人 3.0人

准看護師 常勤(専従) 12.2人 14.3人

常勤(兼任)・非常勤 2.6人 2.3人

介護福祉士 常勤(専従) 12.2人 11.1人

常勤(兼任)・非常勤 2.4人 2.1人

その他の介護職員 常勤(専従) 15.3人 14.4人

常勤(兼任)・非常勤 3.6人 3.2人

常勤(専従) 3.0人 3.3人

常勤(兼任)・非常勤 1.5人 1.5人

20施設 20施設

1,144人 1,115床

集計対象施設数

対象定員数・病床数

理学療法士･作業療法士･
言語聴覚士

医師（施設長・管理者
を含む）

 
※常勤（専従）は実人員。常勤(兼任)・非常勤は常勤換算。 

※回答のあった施設のうち、転換前後の職員数についていずれも回答があり、かつ転換対象となった病床数

が把握可能な形で記載されている施設を集計対象とした。したがって、集計対象施設は転換前後の各集計

において共通である。 

 
図表 １施設あたり職員配置状況【従来型老人保健施設】 

従来型老人保健施設

定員100人当たり職員数

常勤(専従) 1.0人

常勤(兼任)・非常勤 0.6人

歯科医師 常勤(専従) 0.0人

常勤(兼任)・非常勤 0.0人

看護師 常勤(専従) 4.3人

常勤(兼任)・非常勤 1.4人

准看護師 常勤(専従) 6.1人

常勤(兼任)・非常勤 1.8人

介護福祉士 常勤(専従) 18.4人

常勤(兼任)・非常勤 2.9人

その他の介護職員 常勤(専従) 12.0人

常勤(兼任)・非常勤 4.0人

常勤(専従) 3.0人

常勤(兼任)・非常勤 1.6人

69施設

6,021人

回答施設数

対象定員数

医師（施設長・管理者
を含む）

理学療法士･作業療法士･
言語聴覚士

 
※常勤（専従）は実人員。常勤(兼任)・非常勤は常勤換算。 
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５．病院、施設にて力を入れていること 

 

本設問においては、各医療機関・施設において特に力を入れていることについて、選択

肢式・複数回答で尋ねたものである。 

介護療養病床において、介護療養型老人保健施設や従来型介護老人保健施設よりも高い

割合となった項目としては、「医療区分１で長期療養が必要である患者の受入れ」（60.5%）、

「救急医療・急性期医療後の患者の受入れ」（41.1%）、「身体合併症の認知症患者に対する

ケア」（37.2%）、「在宅や介護施設等、地域の慢性期患者の急変時対応」（36.4%）が挙げら

れる。 

また、「ターミナルケア、看取りの実施」については、介護療養病床が 58.1%、介護療養

型老人保健施設が 58.3%といずれも高く、従来型介護老人保健施設の 36.9%と大きな開き

が見られた。 

介護療養型老人保健施設が他の類型と比較して高い該当割合であった項目としては、「診

療所に対する後方支援」（27.8%）が挙げられる。（介護療養病床：22.5%、従来型介護老人

保健施設：12.3%） 

従来型介護老人保健施設が他の類型と比較して高い該当割合であった項目としては、「積

極的なリハビリテーションへの取り組み」（75.4%）（介護療養病床：52.7%、介護療養型老

人保健施設：58.3%）、「ＢＰＳＤの増悪した認知症患者に対するケア」（24.6%）（介護療養

病床：19.4%、介護療養型老人保健施設：0.0%）が挙げられる。 

 

図表 病院、施設にて力を入れていること（選択式・複数回答可） 

1.
在宅や介護施設等、地域の慢性期
患者の急変時対応

47 施設 36.4% 11 施設 30.6% 17 施設 26.2%

2.
救急医療・急性期医療後の患者の
受入れ

53 施設 41.1% 12 施設 33.3% 13 施設 20.0%

3. 診療所に対する後方支援 29 施設 22.5% 10 施設 27.8% 8 施設 12.3%

4.
医療区分１で長期療養が必要であ
る患者の受入れ

78 施設 60.5% 17 施設 47.2% 21 施設 32.3%

5. ターミナルケア、看取りの実施 75 施設 58.1% 21 施設 58.3% 24 施設 36.9%

6.
ＢＰＳＤの増悪した認知症患者に
対するケア

25 施設 19.4% 0 施設 0.0% 16 施設 24.6%

7.
身体合併症の認知症患者に対する
ケア

48 施設 37.2% 7 施設 19.4% 20 施設 30.8%

8.
積極的なリハビリテーションへの
取り組み

68 施設 52.7% 21 施設 58.3% 49 施設 75.4%

9. 積極的な救命治療の実施 2 施設 1.6% 1 施設 2.8% 0 施設 0.0%

10. その他 2 施設 1.6% 0 施設 0.0% 1 施設 1.5%

回答施設数 129 施設 100.0% 36 施設 100.0% 65 施設 100.0%

介護療養病床
介護療養型
老人保健施設

介護老人保健施設
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６．介護療養病床の転換意向（介護療養型医療施設のみ） 

 

（１）転換意向とその理由 

介護療養型医療施設を対象に、平成 29年度末までに転換する意向の有無をたずねたとこ

ろ、「転換を予定」している施設が 29.0%、「転換の予定はない」施設が 20.6%、「わからな

い、又は検討中」の施設が 50.4％であった。 

転換を予定している施設の転換先は、「医療保険の療養病床」が 76.3%と最も多く、次い

で「介護療養型老人保健施設」が 28.9%である。また、転換を予定している病床数は、「医

療保険の療養病床」が 1458床、「介護療養型老人保健施設」が 871床である。 
 

図表 平成 29 年度末までの転換意向 

29.0% 20.6% 50.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護療養型医療施設（N=131）

転換を予定 転換の予定はない わからない　又は検討中

 

図表 転換を予定している施設の転換先（１）（複数回答） 

76.3 %

5.3 %

5.3 %

28.9 %

10.5 %

5.3 %

0.0 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療保険の療養病床(療養病棟)

医療保険の療病病床(回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟)

一般病床

介護療養型老人保健施設

従来型老人保健施設

その他

病棟閉鎖
 

     ※N=38 
図表 転換を予定している施設の転換先（２） 

施設数
転換予定
病床数

施設
平均値

医療保険の療養病床(療養病棟) 25 1,458 58.3

医療保険の療病病床(回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟) 1 50 50.0

一般病床 1 48 48.0

介護療養型老人保健施設 11 871 79.2

従来型老人保健施設 4 304 76.0

その他 3 125 41.7

病棟閉鎖 0 - -

※施設平均値を算出する際に、転換予定病床数0の施設は含まない（分母に含めない）  



 31

転換を予定している理由は、「転換前の療養病床入院患者の状態像が、転換を予定してい

る施設形態に適していると判断した」が 65.8%ともっとも多く、次いで「転換後の経営状

況を試算し、採算が取れると判断した」が 34.2%、「地域において、介護施設としてのニー

ズがより高いと判断した」「同一法人内での多様なサービスの提供を目指した」がともに

18.4％である。 

 

図表 転換を予定している理由（複数回答） 

65.8 %

34.2 %

5.3 %

18.4 %

13.2 %

18.4 %

13.2 %

5.3 %

2.6 %

15.8 %

13.2 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

転換前の療養病床入院患者の状態像が、転換を予定している施

設形態に適していると判断した

転換後の経営状況を試算し、採算が取れると判断した

療養病床を維持するには、医師・看護職員の確保が困難となった

地域において、介護施設としてのﾆｰｽﾞがより高いと判断した

転換時の建物の増改築に必要な資金の借入れが不要、もしくは

対応可能な範囲だった

同一法人内での多様なｻｰﾋﾞｽの提供を目指した

すでに介護老人保健施設を保有していたため、経営ﾉｳﾊｳがあっ

た

転換に係る費用負担の軽減措置を利用できた

行政からの指導や支援があった

政策誘導を先取りした

その他

 
※N=38 
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一方、転換を予定しない理由としては、「地域で療養病床が必要とされている」が 81.5％

と最も多く、次いで「転換後の入所者に対して十分な医療が提供できなくなる」が 70.4%、

「制度の見通しが不透明である」が 66.7％である。 

 

図表 転換を予定しない理由（複数回答） 

70.4 %

63.0 %

37.0 %

63.0 %

11.1 %

37.0 %

14.8 %

29.6 %

81.5 %

7.4 %

66.7 %

7.4 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

転換後の入所者に対して十分な医療が提供できなくなる

現在の入院患者の転院先、受入れ先を見つけることが難しい

転換について、現在の入院患者や家族から理解を得ることが難し

い

転換後の施設経営の見通しが立たない

転換後の職員の人員確保の見通しが立たない

転換時の建物の増改築の費用負担が大きい

介護老人保健施設の経営ﾉｳﾊｳが十分ではない

医療機関から介護施設に変わることへの抵抗感がある

地域で療養病床が必要とされている

周辺に競合する介護老人保健施設(介護老人福祉施設)等がある

制度の見通しが不透明である

その他

 

※N=27 

 

 

（２）転換が経営上の選択肢となる条件 

介護療養病床を有する医療機関にとって、介護療養型老人保健施設への転換が経営上の

選択肢となるために整うことが求められる条件としてあげられるのは、「国の療養病床政策

に関する今後の方針が明確にされること」が 81.9%、「介護療養型老人保健施設の介護報酬

が引き上げられること」が 81.1%、次いで「現在の入院患者の転院先、受入れ先となる医

療機関・介護施設等が地域で十分に整備されること」が 50.4％である。 

仮に老健施設等に転換する場合、どのくらいの準備期間が必要となるかについては、「１

～２年」が 29.3%、「２～３年」が 28.4％である。 
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図表 転換が経営上の選択肢となる条件（複数回答） 

81.1 %

50.4 %

43.3 %

32.3 %

81.9 %

7.9 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護療養型老人保健施設の介護報酬が引き上げられること

現在の入院患者の転院先、受入れ先となる医療機関・介護施設

等が地域で十分に整備されること

介護療養型老人保健施設への転換に係る公的な補助金制度が

拡充されること

退院して介護施設へ移行することについて、患者や家族の理解が

促進されること

国の療養病床政策に関する今後の方針が明確にされること

その他

 
※N=127 

 

図表 転換する場合の準備期間 

1.7 % 9.5 % 29.3 % 28.4 % 31.0 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護療養型医療施設（N=116）

半年以内 半年～1年 1～2年 2～3年 3年以上

 
 

 

（３）施設設備の状況 

現在の施設の状況について整理すると、療養室の床面積は「6.4㎡／人以上 8.0㎡／人未

満」が 62.6%である。食堂の床面積は「1 ㎡／人以上 2 ㎡／人未満」が 71.2%と大半を占

める。機能訓練室の床面積は「1㎡／人以上」が 84.8%を占める。廊下幅については、「1.8

（2.7）ｍ以上」が 74.8%であり、ほとんどの施設がエレベーターを設置済みであり、また

耐火基準を達成している。 
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図表 療養室の床面積（複数回答） 

件数 割合

1.10.65㎡/人以上 22 16.8 %

8.0㎡/人以上　10.65㎡/人未満 62 47.3 %

6.4㎡/人以上8.0㎡/人未満 82 62.6 %

合計 131 100.0 %  

 

図表 食堂の床面積 

件数 割合

2㎡/人以上 36 28.8 %

1㎡/人以上2㎡/人未満 89 71.2 %

合計 125 100.0 %  
 

図表 機能訓練室の床面積 

件数 割合

1㎡/人以上 106 84.8 %

1㎡/人未満 19 15.2 %

合計 125 100.0 %  
 

図表 廊下幅（複数回答） 

件数 割合

1.8(2.7)m以上 98 74.8 %

1.2(1.6)m以上1.8(2.7)m未満 38 29.0 %

合計 131  
 

図表 エレベーター設置状況 

件数 割合

有 128 97.0 %

無 4 3.0 %

合計 132 100.0 %  
 

図表 耐火基準の達成状況 

件数 割合

耐火建築物である 126 96.2 %

耐火建築物でない 5 3.8 %

合計 131 100.0 %  
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７．転換の経緯（転換施設のみ） 

 

（１）転換の概要 

①転換時期など 

介護療養型老人保健施設の転換前の施設は、「病院」が 71.1％、「有床診療所」が 28.9％

である。 

転換時期は、「2009年」「2010年」がともに 34.2％である。転換施設の建設時期は、「1985

年以前」「1996～2000年」がともに 36.0％である。また、転換施設の転換前で直近となる

大規模改修時期は「1996～2000年」が 75.0％であり、当時の改修費用の平均は 7666万円

である。 

転換にあたり施設の新築・改修を実施した施設は 66.7％である。 

新築・改修の費用は、回答施設数が少ないため参考値ではあるが、新築の場合は「60～

99床」で一床あたり 899万円、改修の場合、「60～99床」で一床あたり 186万円を要した。 

 

図表 転換前の施設 

71.1% 28.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護療養型老人保健施設（N=38）

病院 有床診療所
 

図表 転換時期 

件数 割合

2008年 5 13.2 %

2009年 13 34.2 %

2010年 13 34.2 %

2011年 7 18.4 %

合計 38 100.0 %  
 

図表 転換施設の建築時期 

件数 割合

1985年以前 9 36.0%

1986～1990年 4 16.0%

1991～1995年 0 0.0%

1996～2000年 9 36.0%

2001～2005年 3 12.0%

2006～2010年 0 0.0%

2011年 0 0.0%

合計 25 100.0%  
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図表 転換施設の大規模改修時期 

件数 割合 件数 平均値

1990年以前 0 0.0% 0 -

1991～1995年 0 0.0% 0 -

1996～2000年 3 75.0% 3 7,666

2001～2005年 1 25.0% 1 580,000

2006～2010年 0 0.0% 0 -

2011年 0 0.0% 0 -

合計 4 100.0% 4  

図表 転換に際しての新築・改修 

66.7% 33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護療養型老人保健施設（N=36）

実施した 実施しない
 

図表 新築・改修費用と資金調達先（一床あたり） 

【新築】
施工床面積
（㎡）

費用
（万円）

自己資金
（万円）

市中銀行
（万円）

福祉医療機構
（万円）

転換助成金
（万円）

その他
（万円）

100床以上（３件 48 1,220 346 496 241 109 28

60～99床（２件） 28 899 68 198 578 55 0

20～59床（２件） 62 1,438 58 844 384 0 151

【改修】
施工床面積
（㎡）

費用
（万円）

自己資金
（万円）

市中銀行
（万円）

福祉医療機構
（万円）

転換助成金
（万円）

その他
（万円）

60～99床（５件） 20 186 66 8 60 53 0

20～59床（５件） 41 211 189 0 0 0 22

19床以下（３件） 19 86 12 0 0 34 41  
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②転換前の病床構成と転換状況 

介護療養型老人保健施設の転換前の病床構成を整理すると、1965 床のうち 1018 床

（51.8%）が医療療養病床からの転換で、906床（46.1％）が介護療養病床、41床（2.1%）

が一般病床からの転換であった。 

転換前の病床に着目すると、転換前の介護療養病床 1015 床のうち 953 床が転換し、そ

の中で 906 床が介護療養型老人保健施設に転換した。転換前の医療療養病床 1686 床のう

ち 1128床が転換し、その中で 1018床が介護療養型老人保健施設に転換した。 

 

図表 転換前の病床構成と転換状況 

転換前 転換した 転換先

病床数 病床数 介護保険 医療保険 介護保険施設

療養病床
老人性

認知症疾患
療養病棟

一般病床療養病床精神病床 その他
介護療養型
老人保健
施設

その他

介護保険療養病床 1,015 953 0 0 25 22 0 0 906 0
老人性認知症疾患療養病棟 33 0 0 0 0 0 0 0 0 0

医療保険一般病床 237 67 0 0 0 0 0 26 41 0

うち回復期リハ病棟 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

療養病床 1,686 1,128 0 0 0 0 0 0 1,018 0

うち回復期リハ病棟 55 55 0 0 0 0 0 0 0 0

精神病床 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2,971 2,148 0 0 25 22 0 26 1,965 0  
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（２）当初問題となったことと転換に踏み切った要因 

転換にあたって当初問題となったことは、「医療機関から介護施設に変わることへの抵抗

感がある」「介護老人保健施設の経営ノウハウが十分ではない」がともに 39.5%、「地域で

療養病床が必要とされている」が 34.2％である。 

転換に踏み切った要因は、「転換前の療養病床入院患者の状態像が、介護療養型老人保健

施設に適していると判断した」「転換後の経営状況を試算し、採算が取れると判断した」が

ともに 55.3%、「転換に係る費用負担の軽減措置を利用できた」が 44.7％である。 
 

図表 転換を検討するにあたり当初問題となったこと（複数回答） 

28.9 %

21.1 %

28.9 %

7.9 %

39.5 %

39.5 %

2.6 %

15.8 %

2.6 %

34.2 %

13.2 %

7.9 %

10.5 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入所者に対して十分な医療が提供できなくなる

療養病床入院患者の転院先、受入れ先を見つけることが難しい

転換時の建物の増改築の費用負担が大きい

転換対象の施設の減価償却がまだ終わっていない

医療機関から介護施設に変わることへの抵抗感がある

介護老人保健施設の経営ﾉｳﾊｳが十分ではない

職員の転院先、受入れ先を見つけることが難しい

転換後の施設経営の見通しがたたない

転換後の法人全体での資金繰りの見通しがたたない

地域で療養病床が必要とされている

周辺に競合する介護老人保健施設等がある

その他

特になし
 

※N=38 
図表 転換に踏み切った要因（複数回答）  

55.3 %

23.7 %

31.6 %

44.7 %

23.7 %

10.5 %

55.3 %

28.9 %

31.6 %

18.4 %

26.3 %

5.3 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

転換前の療養病床入院患者の状態像が、介護療養型老人保健施設に適

していると判した

転換時の建物の増改築に必要な資金の借入れが不要、もしくは対応可能

な範囲だった

転換に係る費用負担の軽減措置を利用できた

転換に係る施設面積・設備基準等の緩和措置が適用できた

療養病床を維持するには、医師・看護職員の確保が困難となった

すでに介護老人保健施設を保有していたため、経営ﾉｳﾊｳがあった

転換後の経営状況を試算し、採算が取れると判断した

地域において、介護施設としてのﾆｰｽﾞがより高いと判断した

同一法人内での多様なｻｰﾋﾞｽの提供を目指した

行政からの指導や支援があった

政策誘導を先取りした

その他

 
※N=38 
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（３）転換後に発生した問題点 

転換後に発生した問題点は、「入所者の病状が悪化した際に、自施設での医療の提供が困

難である」が最も多く 39.4%、次いで「制度改正への早期対応として転換したが、方向性

が変わってきたため不安となっている」が 33.2%、「入所者の病状が悪化した際に、医療機

関との連携を円滑に行うことができない」「医療機関から介護老人保健施設への転換に対し

て、職員に意欲の低下が見られる」が 24.2％である。 

 

図表 転換後に発生した問題点（複数回答） 

24.2 %

39.4 %

21.2 %

9.1 %

3.0 %

24.2 %

12.1 %

15.2 %

33.3 %

18.2 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入所者の病状が悪化した際に、医療機関との連携を円滑に行うことができ

ない

入所者の病状が悪化した際に、自施設での医療の提供が困難である

医療機関から介護老人保健施設への転換に対して、入所者や家族の不

満が見られる

併設医療機関との設備等の共用ﾙｰﾙに問題がある

職員が離職し、配置基準の職員を確保できない

医療機関から介護老人保健施設への転換に対して、職員に意欲の低下

がみられる

転換前と比べて、継続して採算が悪化している

地域で求められているｻｰﾋﾞｽを的確に提供できない

制度改正への早期対応として転換したが、方向性が変わってきたため不

安になっている

その他

 

※N=33 
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Ⅱ 今後の展望 

 

○日本慢性期医療協会の平成 22年度調査では、先行した転換施設は、北海道や北陸、中

国、九州の地方圏に多く分布し、比較的小規模の病院、有床診療所からの転換が目立

っており、医師や看護師の確保が難しい、医療区分１の患者が多く病院としての経営

が難しくなってきた等の理由により転換している様子がうかがわれた。その後の、厚

生労働省「介護給付費実態調査」（平成 23年）によると、介護療養型老人保健施設の

施設数は伸び悩みを見せており、また、当協会の本年度調査では、半数の会員施設が

今後の転換について判断を保留している。これらのことから、地域の事情に鑑み患者

の再配置が可能である病院、経営に余裕がない病院を中心に何らかの理由で転換を必

要とする施設はおおむね転換を終了しているのではないかと考えられる。 

 

○未だ転換していない施設はどう捉えられるか。本調査によると介護療養型医療施設で

は、介護療養型老人保険施設、従来型老人保健施設と比べて、医療区分１で長期療養

が必要である患者の受け入れ、救急医療・急性期医療後の患者の受け入れ、身体合併

症の認知症患者に対するケア等に力を入れている。また、ターミナルケア・看取りに

大きな役割を果たしている。これらは介護療養型医療施設ならではの特徴と考えられ

る。特に、看取りについては、新たに退院する患者の３～４割が死亡退院であること

を踏まえると、地域で重要な役割を果たしている。 

 

○介護療養型医療施設に一定の存在意義が認められる一方で、当協会の本年度調査では、

介護療養病床廃止を想定し、３割の会員施設が医療療養病棟もしくは介護療養型老人

保健施設への転換を予定している。既に介護療養型老人保健施設に転換した施設には、

建物建設後 25年以上あるいは 10年～15年経った施設、直近の大規模改修時期が 10

年～15 年前の施設が多かったが、会員施設の半数が建物建設後 25 年以上経っており

10 年～15 年前に大規模改修した施設が４割に上ることを踏まえると、今後、転換の

位置づけ次第で、経営の一つの選択肢として介護療養型老人保健施設への転換を図る

施設が一定数現れる可能性がある。 

 

○今回の調査研究を通じて、介護療養型医療施設を転換するかどうか判断しない（ある

いは、したくない）要因として、看取りの問題があることは、委員全員が強く感じて

いる。在宅死より施設死が増加し、施設死の中でも病院や診療所に集中しているため、

病院を老健施設に転換した場合、十分で質の高い看取りができなくなってしまうので

はないのかという躊躇が医療スタッフにある。逆の言い方をすれば、これまで自分た
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ちが行ってきた治療や看取りができなくなり、ターミナルな状態で他施設に移動させ

ることが高齢者のためになるのかという、心理的不安であるともいえるのである。 

 

○介護療養病床廃止が平成 29年度末まで延期されたが、今後は、これまで以上に、地域

の実情、患者の利益に配慮した施策の実施を望むものである。なお、日本慢性期医療

協会では、既に介護療養型老人保健施設に転換している施設から協力を得て、現状で

考えられる転換の検討ポイントをとりまとめた。本調査結果が、経営の今後の方向性

を検討するための基礎資料となり、地域のニーズにより的確に応えていくために参考

としていただきたい。 

 

 

 


